
第 １ ０ 号議案

平 成 ２ ７ 年 度

亀 岡 市 上 水 道 事 業 会 計 予 算



減圧弁設置工事　φ500㎜ １基　φ350㎜ １基

1,276,640

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

1,489,300

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益第 １ 項

支　　　　出

営 業 費 用

千円

202,660

第 １ 款

予 備 費

第 １ 項

第 ２ 項 営 業 外 費 用

第 ３ 項

平 成 ２ ７ 年 度 亀 岡 市 上 水 道 事 業 会 計 予 算

　第１条　平成２７年度亀岡市上水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）

  （総　則）

29,008

（２） 年 間 総 給 水 量 ｍ3

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

戸（１） 給 水 戸 数

施設拡張事業

一 日 平 均 給 水 量

第５次拡張事業

ｍ3

主要な建設改良事業

1,318,891

収　　　　入

（４）

施設改良事業 配水管更新等事業

8,710,397

  （収益的収入及び支出）

（３） 23,799

千円

配水管布設替工事　配水管0φ25～450㎜ 延長 966ｍ

千円

1,657,800 千円第 １ 款

千円

千円

第 ２ 項 営 業 外 収 益 千円

10,000

水 道 事 業 費 用

338,909



千円

千円

支　　　　出

千円第 １ 項 573,478

５％以内

　　　起こすことができる。

265,000

第 ４ 項

出 資 金

府 支 出 金

分 担 金

418,522第 ２ 項

きる。　　　

政府資金については、その融資条件 （ただし、利率見直し方式で借

 行価格差減額をうめるため必

び償還期限を短縮し、又は繰上償還

 利率見直しを行った後において 債権者と協定するものによる。ただ

償 還 の 方 法

若しくは低利に借換えすることがで

起債の目的

により、銀行その他の場合にはその

（１）普通貸借

45,570

391,500

上 水 道 事 業

第 ５ 項

企 業 債 償 還 金

第 １ 項

資 本 的 収 入

収　　　　入

貸 付 金 返 還 金

第 ３ 項

 額を下まわるときは、その発

第 ２ 項 265,000

 要な金額をこれに加算した額）

  （企　業　債）

31,049

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 600,500千円は消費税

  （資本的収入及び支出）

 は、当該見直し後の利率）

（３）本債にかわる短期債を

利 率

千円

第 １ 款

（２）証券発行

千円

建 設 改 良 費

限 度 額

 （ただし、発行価格が額面金

企 業 債

資 本 的 支 出

　　資本的収支調整額 32,006千円、損益勘定留保資金 568,494千円で補てんするものとする。）。

千円

千円

992,000

1,050

千円

13,703

第 ６ 項

 り入れる政府資金等について、

　第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 方 法

し、市財政の都合により据置期間及

第 １ 款 千円

千円

千円

35,128

負 担 金



職 員 給 与 費

　　に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

亀岡市長　　　栗　　山　　正　　隆

平 成 ２ ７ 年 ３ 月 ２ 日 提 出

  （一時借入金）

　第８条　上水道事業の財源に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、37,177千円である。

（１）

　第６条　一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。

千円

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

223,788

　第９条　たな卸資産の購入限度額は、18,408千円と定める。

　第７条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額

  （たな卸資産購入限度額）

  （他会計からの補助金）



４ 雑 収 益 16,034

収　　 　　　入

平成２７年度亀岡市上水道事業会計予算実施計画

予 定 額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項

１

備 考

受取利息及び配当金

そ の 他 営 業 収 益

給 水 収 益

千円

338,909

5,329

1,657,800

目

1,318,891

水 道 事 業 収 益

１

２

１

２

営 業 収 益

営 業 外 収 益

長 期 前 受 金 戻 入 280,369

1,171,385

１

147,506

２ 他 会 計 補 助 金 37,177

３



２

1,887６

７

配 水 及 び 給 水 費

３

２ 雑 支 出

163,412

２ 営 業 外 費 用 202,660

１
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

3,901

１ 10,000予 備 費

１ 営 業 費 用 1,276,640

１ 原 水 及 び 浄 水 費 214,699

１ 水 道 事 業 費 用 1,489,300
千円

項 目 予 定 額 備 考款

支　　　 　　出

91,488

そ の 他 営 業 費 用 43

減 価 償 却 費 657,243

４

５

205,639

業 務 費

資 産 減 耗 費

予 備 費

３ 105,641

総 係 費

３
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

35,347

10,000



１ 一 般 会 計 出 資 金 31,049

企 業 債

31,049

45,570

１

１ 工 事 分 担 金

工 事 負 担 金 45,570

１

出 資 金

５ 分 担 金 13,703

負 担 金

４ 府 支 出 金

２ 企 業 債

３

265,000

１ 265,000

備 考

391,500
千円

款 項 目 予 定 額

資 本 的 収 入１

収　　　 　　入

６ 貸 付 金 返 還 金 35,128

1,050

１ 1,050

１ 他会計貸付金返還金 35,128

府 補 助 金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

13,703



企 業 債 償 還 金

施 設 改 良 費

施 設 拡 張 費

239,596

２

418,522１

建 設 改 良 費

事 務 費

目

４ 固 定 資 産 購 入 費 28,711

３

２ 企 業 債 償 還 金 418,522

269,933

１

支　　　 　　出

１

１ 資 本 的 支 出

款 項 備 考

992,000
千円

予 定 額

573,478

35,238



163,412

利息及び配当金の受取額 5,329

小計 711,369

預り金の減少額 △ 1,603

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 489,421

負担金等による収入 102,207

長期貸付金回収による収入 35,128

未収金の減少額 28,976

業務活動によるキャッシュ・フロー 553,286

利息の支払額 △ 163,412

固定資産除却費 1,887

引当金の減少額 △ 23,534

減価償却費

未払金の増加額 34,428

受取利息及び配当金 △ 5,329

支払利息

長期前受金戻入額 △ 280,369

平成２７年度亀岡市上水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成２７年 ４ 月０１日から平成２８年 ３ 月３１日まで）

千円

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 136,258

657,243



△ 361,059投資活動によるキャッシュ・フロー

資金期末残高 2,705,478

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 122,473

資金増加額 69,754

資金期首残高 2,635,724

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 265,000

他会計からの出資による収入 31,049

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 418,522

リース債務支払額 △ 8,973



給    与    費    明    細    書

（１） 総    括

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

なお、平成２７年度において、退職手当として３８，４８８千円を支給するため、退職給付引当金３８，４８８千円を使用する。

23814

管 理 職
時 間 外
手 当

住 居
手 当

扶 養
手 当

通 勤
手 当

単 身
赴 任
手 当

648 3,930

390

給 与 費

宿 日 直
手 当

管 理 職
特 勤
手 当

給 料 手 当

85,010

278,867

302,564

期末勤勉
手      当

報 酬

61,369

23,641

104,669

90,527

23,697

55,141

56,988

189,679

334,008

59,08335,386

合 計

33,347

22,334

10,635

71,322

賃 金

132,691

法 定 福 利 費

損 益 勘 定
支 弁 職 員

計特 別 職 一 般 職
区 分

職 員 数

19本

資 本 勘 定
支 弁 職 員

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

資 本 勘 定
支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定
支 弁 職 員

損 益 勘 定
支 弁 職 員

度

比

年

度

前

較 合 計

9

28

15

年 9

24

4

0

4

32,969

18,396

11,778

155,025

67,623

222,648

352,404

職 員

手 当

の

内 訳

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較

30,174

3,938

14,142

16,181 △ 201,317

6,741

地 域
手 当

5,765

976

△ 2,039

△ 217,498

△ 56

計

千円

△ 217,554

70,861

423,265

△ 197,379

△ 1,143

2,795

393,091

2,607 15,001

△ 3,238

△ 200,617

△ 2,095

△ 203,412

特 殊
勤 務
手 当

退 職
給 付 費

40,307 10 15,766

2,656

85,010

634 3,540 2,369 12,345

△ 291 0

237,303 302,564

△ 221,537 △ 217,554

40,598 10



（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

(千円) (千円)

給 料 14,142

 昇給に伴う
 増加分

1,492

 職員数の異動状況

 その他の増減分 12,650  職員の異動に伴う増等

本 年 度 28 人

前 年 度 24 人

増     減 4 人

職員手当 △ 217,554

 その他の増減分 △ 217,554  退職給付引当金減等

区 分 説 明増 減 額 増減額の増減事由別内訳 備 考



（３）給料及び職員手当の状況

ア 職員１人当たり給与

(円)

(円)

(円)

(円)

イ 初  任  給

(円) (円)

区 分 企 業 職

311,507

397,629

平均給料月額

平均給与月額

高 校 卒

企 業 職

142,100

本 会 計 一 般 会 計

142,100

そ の 他

平 均 年 齢

２ ７ 年 ４ 月 １ 日

現 在

２ ６ 年 ４ 月 １ 日

現 在

高 校 卒

区 分

平 均 年 齢

平均給料月額

平均給与月額

46歳10月

48歳1月

大 学 卒

区 分

大 学 卒174,200

行 政 職

174,200

314,324

399,959



ウ 級別職員数

(人) (％) (人) (％)

( ） ( ）

( ） ( ）

( ） ( ）

  （級別の標準的な職務内容）

100.0

1 3.6

9

2

1

24

6
1
2

25.0

現 在

２ ７ 年 ４ 月 １ 日

7
7 25.0

10.6

8.3

100.0

16.7

4.2

28

4

3.6

37.5

8.3

14.3

25.0

4

3.6

職 員 数

4 14.3
職 員 数 構 成 比

3

（再任用短時間勤務職員）

企 業 職 そ の 他

1

構 成 比

計

２ 級

級

１ 級

２ 級

５ 級

（再任用短時間勤務職員）

３ 級

（再任用短時間勤務職員）

１ 級

４ 級

５ 級現 在

６ 級

３ 級

区 分

４ 級

６ 級

７ 級

７級

企 業 職 主事･主事補 主 査 主　　任
係 長・主 幹

主　任
副 課 長 次 長 ･ 課長 部 長

２級

そ の 他

６級３級 ４級 ５級

２ ６ 年 ４ 月 １ 日

７ 級

計

区 分 １級



エ 期末手当・勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

一般会計の制度
( 支 給 率 等 )

定年前早期退職特別
２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９００ ４９．５９００ 措置(2%～20%加算)

調 整 額 加 算

４９．５９００ 措置(2%～20%加算)

区 分

調 整 額 加 算

支 給 率 等 ２５．５５６２５ ３４．５８２５ ４９．５９００

２０年勤続の者 最 高 限 度

一般会計の制度
１．０００ １．１５０ ２．１５０

１ ． ９ ７ ５ ２ ． １ ２ ５ ４ ． １ ０ ０

前 年 度
０．９７５ １．１２５ ２．１００

１ ． ９ ０ ０ ２ ． ０ ５ ０ ３ ． ９ ５ ０

本 年 度
１．０００ １．１５０

区 分

１ ． ９ ７ ５ ２ ． １ ２ ５

(月分)１ ２ 月
備 考(月分)

有
２．１５０

支給率計
６ 月 (月分)

(月分) 加 算 措 置等

４ ． １ ０ ０

（ 再 任 用 職 員 の 支 給 率 ）
支 給 期 別 支 給 率

職 制 上 の 段 階
職務の級等による
加 算 措 置

３５年勤続の者
(月分) (月分)

２５年勤続の者
(月分)

備 考

有

有

定年前早期退職特別

そ の 他 の



カ 特殊勤務手当

(％)

(％)

(円)

 水道料金等滞納整理従事手当等

キ その他の手当

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
３ ０ ３ ０

０ ． ０ １

支 給 対 象 職 員 の 比 率
１ ０ ０ ． ０

（ ２ ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種

企 業 職

０ ． ０ １

１ ０ ０ ． ０

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

同

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

平 均 支 給 月 額

同

同

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

地 域 手 当

同



千円 千円 千円 千円

 水道料金等徴収事務 平成　２５　年度　から 平成　２７　年度　から

 委託経費 平成　２６　年度　まで 平成　２８　年度　まで

 上水道施設点検等業 平成　２５　年度　から 平成　２７　年度　から

 務委託経費 平成　２６　年度　まで 平成　２８　年度　まで

 上水道施設管理業務

 委託等経費
20,500 平成　２６　年度 0 平成　２７　年度 20,500 20,500

事　業　収　益

213,700 68,421 145,279 145,279

37,400 8,462 28,938 28,938

事　　　　　項 限　度　額

期　　　　　　　間 金　　　額 期　　　　　　　間 金　　　額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支
左の財源内訳

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書



平成２６年度亀岡市上水道事業予定損益計算書（前年度分）

（平成２６年 ４ 月 １ 日から平成２７年 ３ 月３１日まで）

千円 千円 千円

１ 営 業 収 益

（ １） 給 水 収 益 1,113,556

（ ２） そ の 他 営 業 収 益 136,747 1,250,303

２ 営 業 費 用

（ １） 原 水 及 び 浄 水 費 180,418

総 係 費

842

（ ７） そ の 他 営 業 費 用 10,043

配 水 及 び 給 水 費 177,152

（ ３） 業 務 費 126,564

（ ２）

70,553

（ ５） 減 価 償 却 費 642,686

42,045

３ 営 業 外 収 益

（ ６） 資 産 減 耗 費

（ ４）

（ １） 受取利息及び配当金 6,547

1,208,258

営 業 利 益

（ ２） 他 会 計 補 助 金 36,972



４ 営 業 外 費 用

（ １）

254,792 254,792 △ 252,876

（ １） 1,916そ の 他 特 別 利 益

（ ４）

1,916

雑 収 益 16,569 340,967

9,742

（ ３） 長 期 前 受 金 戻 入 280,879

2,620,482

179,513 161,454

169,771

203,499

3,648,944

49,377

979,085

（ ２） 雑 支 出

６

支 払 利 息 及 び

（ １）

企 業 債 取 扱 諸 費

当 年 度 純 損 失

当年度未処分利益剰余金

特 別 損 失

５ 特 別 利 益

そ の 他 特 別 損 失

経 常 利 益

そ の 他 未 処 分
前 年 度 繰 越 欠 損 金

利 益 剰 余 金 変 動 額



平成２６年度亀岡市上水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成２７年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円 千円 千円

１ 固 定 資 産

（ １） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,162,117

ロ 建 物 993,321

減 価 償 却 累 計 額 △ 577,545 415,776

ハ 構 築 物 28,226,776

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,527,912 17,698,864

ニ 機 械 及 び 装 置 3,601,675

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,360,463 1,241,212

ホ 車 両 運 搬 具 20,453

減 価 償 却 累 計 額 △ 19,492 961

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 222,764

減 価 償 却 累 計 額 △ 202,436 20,328

ト リ ー ス 資 産 43,148

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,166 27,982

チ 建 設 仮 勘 定 1,213,973

有 形 固 定 資 産 合 計 21,781,213

（ ２） 無 形 固 定 資 産



イ 電 話 加 入 権 50

無 形 固 定 資 産 合 計 50

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産

投 資 そ の 他 資 産 合 計 273,399

固 定 資 産 合 計

イ 出 資 金 1,500

ロ 長 期 貸 付 金 271,899

ハ

22,054,662

２ 流 動 資 産

（ １） 現 金 預 金 2,635,724

215,714

（ ３） 貯 蔵 品 12,840

（ ２） 未 収 金 220,977

貸 倒 引 当 金 △ 5,263

流 動 資 産 合 計 2,864,278

資 産 合 計 24,918,940

負 債 の 部

千円 千円 千円 千円

３ 固 定 負 債

（ １） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 6,723,319

企 業 債 合 計 6,723,319

破 産 更 生 債 権 等 4,221

貸 倒 引 当 金 △ 4,221 0



千円 千円 千円 千円

（ ３） 引 当 金 216,348

（ ２） リ ー ス 債 務 15,929

固 定 負 債 合 計 6,955,596

４ 流 動 負 債

（ １） 一 時 借 入 金 0

（ ２） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 418,522

企 業 債 合 計 418,522

（ ３） リ ー ス 債 務 8,973

（ ４） 未 払 金 89,493

（ ７） 引 当 金 10,307

（ ５） 預 り 金 77,210

（ ６） 預 り 保 証 金 600

流 動 負 債 合 計 605,105

５ 繰 延 収 益

（ １） 長 期 前 受 金 13,552,420

収 益 化 累 計 額 △ 4,091,774

繰 延 収 益 合 計 9,460,646

負 債 合 計 17,021,347



資 本 の 部

千円 千円 千円 千円

６ 資 本 金

（ １） 自 己 資 本 金 4,698,898

資 本 金 合 計

７ 剰 余 金

（ １） 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 府 補 助 金 2,814

ハ 工 事 負 担 金 497,878

ニ 他 会 計 負 担 金 38,530

ホ 工 事 分 担 金 8,510

ヘ 受 贈 財 産 評 価 額 20,402

資 本 剰 余 金 合 計 578,213

（ ２） 利 益 剰 余 金

資 本 合 計 7,897,593

負 債 資 本 合 計 24,918,940

イ 当年度未処分利益剰余金 2,620,482

利 益 剰 余 金 合 計 2,620,482

剰 余 金 合 計 3,198,695

4,698,898

10,079



チ 建 設 仮 勘 定 110,843

有 形 固 定 資 産 合 計 21,650,220

（ ２） 無 形 固 定 資 産

ト リ ー ス 資 産 43,148

減 価 償 却 累 計 額 △ 22,906 20,242

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 226,505

減 価 償 却 累 計 額 △ 194,858 31,647

ホ 車 両 運 搬 具 20,482

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,836 3,646

ニ 機 械 及 び 装 置 3,609,666

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,432,950 1,176,716

ハ 構 築 物 29,808,552

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,065,398 18,743,154

ロ 建 物 993,321

減 価 償 却 累 計 額 △ 591,466 401,855

千円

１ 固 定 資 産

（ １） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,162,117

平成２７年度亀岡市上水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成２８年 ３ 月３１日）

資 産 の 部

千円 千円 千円



企 業 債 合 計 6,555,451

千円

３ 固 定 負 債

（ １） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 6,555,451

流 動 資 産 合 計 2,905,867

資 産 合 計 24,794,408

負 債 の 部

千円 千円 千円

貸 倒 引 当 金 △ 4,451 187,549

（ ３） 貯 蔵 品 12,840

（ １） 現 金 預 金 2,705,478

（ ２） 未 収 金 192,000

投 資 そ の 他 資 産 合 計 238,271

固 定 資 産 合 計 21,888,541

２ 流 動 資 産

ハ 破 産 更 生 債 権 等 2,821

貸 倒 引 当 金 △ 2,821 0

イ 出 資 金 1,500

ロ 長 期 貸 付 金 236,771

イ 電 話 加 入 権 50

無 形 固 定 資 産 合 計 50

（ ３） 投 資 そ の 他 資 産



9,282,484

負 債 合 計 16,729,508

（ １） 長 期 前 受 金 13,654,627

収 益 化 累 計 額 △ 4,372,143

繰 延 収 益 合 計

（ ７） 引 当 金 10,307

流 動 負 債 合 計 691,207

５ 繰 延 収 益

（ ５） 預 り 金 75,607

（ ６） 預 り 保 証 金 600

企 業 債 合 計 432,868

（ ３） リ ー ス 債 務 9,189

（ ４） 未 払 金 162,636

（ ２） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
ための企業債 432,868

固 定 負 債 合 計 6,755,817

４ 流 動 負 債

（ １） 一 時 借 入 金 0

（ ２） リ ー ス 債 務 6,740

（ ３） 引 当 金 193,626

千円 千円 千円 千円



3,334,953

資 本 合 計 8,064,900

負 債 資 本 合 計 24,794,408

イ 当年度未処分利益剰余金 2,756,740

利 益 剰 余 金 合 計 2,756,740

剰 余 金 合 計

ヘ 受 贈 財 産 評 価 額 20,402

資 本 剰 余 金 合 計 578,213

（ ２） 利 益 剰 余 金

ニ 他 会 計 負 担 金 38,530

ホ 工 事 分 担 金 8,510

ロ 府 補 助 金 2,814

ハ 工 事 負 担 金 497,878

4,729,947

７ 剰 余 金

（ １） 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 10,079

６ 資 本 金

（ １） 自 己 資 本 金 4,729,947

資 本 金 合 計

資 本 の 部

千円 千円 千円 千円



注 記  
 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

 １ 固定資産の減価償却方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法   定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      建物       15～50年 

      構築物        40年 

      機械及び装置   15～20年 

      車両運搬具      06年 

      工具器具及び備品 03～15年 

  （２）リース資産 

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

        自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

 ２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    ・貯蔵品       先入先出法による原価法 

 ３ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

        職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

  （２）賞与引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

  （３）法定福利費引当金 

        職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

  （４）貸倒引当金 



        債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更生債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込

額を計上している。 

 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記 

 

 １ 担保に供している資産及び担保に係る債務 

      該当事項なし 

 ２ 企業債の償還に係る他会計の負担 

      貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担す

ると見込まれる額は326,088千円である。 

 ３ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

      該当事項なし 

 ４ 引当金の取り崩し 

  （１）退職給付引当金の取崩し 

       平成２７年度において、退職手当として38,488千円を支給するため、退職給付引当金38,488千円を取り崩す。 

  （２）賞与引当金の取崩し 

       平成２７年度において、期末手当及び勤勉手当として40,307千円を支給するため、賞与引当金8,791千円を取り崩す。 

  （３）法定福利費引当金の取崩し 

       平成２７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として7,005千円を支給するため、法定福利費引当金1,516千円を

取り崩す。 

  （４）貸倒引当金の取崩し 

       平成２７年度において、債権2,798千円を不納欠損処理するため、貸倒引当金2,798千円を取り崩す。 

 

 

 

 



Ⅲ．リース契約により使用する固定資産 

 

 １ リース会計に係る特例措置 

      所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 ２ 長期継続契約に係るリース債務 

      通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契

約に係るものは、下記の金額である。 

        １年内    9,189千円 

        １年超    6,740千円 

         計     15,929千円 

 

Ⅳ．重要な後発事象 

 

      該当事項なし 

 

Ⅴ．その他の注記 

 

 １ 修繕引当金に係る経過措置 

      平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の方法により取り崩すこととする。 

 



科　　　 目　　　 別　　　 内　　　 訳　　　 書



b

説　　明

1 水道事業収益 1,657,800
千円

1 営 業 収 益 1,318,891

1 給 水 収 益 1,171,385

1 水 道 料 金 1,171,081 水道料金

2 分 水 料 金 304 分水料金

2 その他営業収益 147,506

1 他 会計負担金 66,312 消火栓維持管理及び調定収納業務受託等負担金

2 加 入 金 79,285 新規給水加入金及び給水面積加入金等

3 手 数 料 1,525 給水申請手数料等

4 材 料売却収益 49 量水器売却代金

5 雑 収 益 335 給水申請用紙売却代金等

2 営 業 外 収 益 338,909

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

5,329

1 預 金 利 息 2,771 預金利息

2 貸 付 金 利 息 2,558 他会計貸付金利息

　　収　　　入

金　　額款 項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出

節



説　　明

2 他 会計補助金 37,177
千円

1 他会計補助金 37,177
飲用水安定確保対策、専用水道衛生対策及び統合簡
易水道起債利子償還等に係る一般会計補助金

3
長 期 前 受 金
戻 入

280,369

1
国 庫 補 助 金
長期前受金戻入

28,381 長期前受金収益化額

2
他 会計負担金
長期前受金戻入

5,800 　　〃

3
工 事 負 担 金
長期前受金戻入

208,400 　　〃

4
工 事 分 担 金
長期前受金戻入

22,747 　　〃

5
受贈財産評価額
長期前受金戻入

15,041 　　〃

4 雑 収 益 16,034

1 そ の 他 雑 収益 16,034 庁舎使用料等

節款 金　　額項 目



説　　明

1 水道事業費用 1,489,300
千円

1 営 業 費 用 1,276,640

1 原水及び浄水費 214,699

1 給 料 23,106 職員６名分

2 手 当 11,666 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,829 　　〃

4 報 酬 1,248 非常勤嘱託職員報酬

5 法 定 福 利 費 6,704 共済組合事業主負担

6
法 定 福 利 費
引当金繰入額

490 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

7 旅 費 33 職員普通旅費等

8 被 服 費 72 職員貸与被服費

9 備 消 品 費 1,493 施設各種設備及び水質試験用備消耗品費

10 燃 料 費 11 発電機用燃料

11 光 熱 水 費 50 下水道使用料

12 印 刷 製 本 費 151 諸用紙印刷費

13 通 信 運 搬 費 740 電話料金

項

　　支　　　出

金　　額節款 目



説　　明

14 委 託 料 31,158
千円

施設管理業務及び水質試験委託料等

15 手 数 料 5 浄化槽水質検査手数料

16 賃 借 料 35 電柱共架料等

17 修 繕 費 27,759 施設各種設備等修繕費

18 動 力 費 101,007 電力料

19 薬 品 費 6,142 滅菌用薬品及び水質試験用試薬等

2 配水及び給水費 205,639

1 給 料 25,502 職員８名分

2 手 当 10,778 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,891 　　〃

4 賃 金 1,452 事務補助者賃金

5 法 定 福 利 費 6,610 共済組合事業主負担

6
法 定 福 利 費
引当金繰入額

470 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

7 旅 費 9 職員普通旅費

8 被 服 費 115 職員貸与被服費

9 備 消 品 費 1,461 施設各種設備及び事務用備消耗品費

10 燃 料 費 356 自動車用燃料等

金　　額節項 目款



11 印 刷 製 本 費 120 諸用紙印刷費

12 通 信 運 搬 費 4,965 電話料金及び郵送料金

13 委 託 料 36,110 施設管理業務及び計装機器保守点検委託料等

14 手 数 料 12 くみとり手数料

15 賃 借 料 101 配水管路敷等借地料及び電柱共架料等

16 修 繕 費 84,251 施設各種設備及び配水管等修繕費

17 路 面 復 旧 費 400 給水管修繕に伴う路面復旧費

18 動 力 費 24,741 電力料

19 薬 品 費 240 滅菌用薬品等

20 材 料 費 55 道路補修用材料

21 補 償 費 5,000 配水管破損に伴う補償費

3 業 務 費 105,641

1 給 料 9,542 職員２名分

2 手 当 6,020 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,310 　　〃

4 法 定 福 利 費 3,078 共済組合事業主負担

5
法 定 福 利 費
引当金繰入額

238 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

6 旅 費 12 職員普通旅費



説　　明

7 被 服 費 48
千円

職員貸与被服費

8 備 消 品 費 1,401 事務用備消耗品費

9 燃 料 費 41 暖房用燃料

10 印 刷 製 本 費 1,759 諸用紙印刷費

11 通 信 運 搬 費 3,094 電話料金及び郵送料金

12 委 託 料 77,304 水道料金等徴収事務委託料等

13 手 数 料 1,678 公金収納取扱手数料等

14 修 繕 費 50 事務用機器修繕費

15 食 糧 費 2 来客等賄

16 厚 生 費 58 職員互助会補助金

17 負 担 金 6 公共料金等暴力対策連絡会会費

4 総 係 費 91,488

1 給 料 13,172 職員３名分

2 手 当 9,488 　　〃

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,761 　　〃

4 賃 金 2,172 事務補助者賃金

5 報 酬 3,281 非常勤嘱託職員及び経営審議会委員報酬

金　　額目 節款 項



6 法 定 福 利 費 6,911 共済組合等事業主負担

7
法 定 福 利 費
引当金繰入額

318 期末勤勉手当に係る法定福利費引当金

8 旅 費 404 職員普通旅費等

9 退 職 給 付 費 15,766 退職給付引当金

10 被 服 費 69 職員貸与被服費

11 備 消 品 費 1,753 事務用備消耗品費

12 燃 料 費 671 暖房用燃料等

13 光 熱 水 費 4,076 庁舎電気料金等

14 印 刷 製 本 費 621 諸用紙印刷費

15 通 信 運 搬 費 453 電話料金及び郵送料金

16 委 託 料 4,631 庁舎保守管理業務委託料等

17 手 数 料 355 庁舎簡易専用水道定期検査手数料等

18 賃 借 料 1,001 事務用機器等賃借料等

19 修 繕 費 3,899 庁舎及び備品等修繕費

20 研 修 費 448 職員研修費

21 食 糧 費 7 来客等賄

22 厚 生 費 319 職員互助会補助金

23 負 担 金 324 日本水道協会会費等



説　　明

24 保 険 料 725
千円

施設及び自動車損害保険料

25 補 助 交 付 金 18,215 家庭用取水施設等整備事業費補助金等

26
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

586 水道料金に係る貸倒引当金

27 雑 費 62 自動車重量税

5 減 価 償 却 費 657,243

1
有 形固定資産
減 価 償 却 費

657,243 有形固定資産減価償却費

6 資 産 減 耗 費 1,887

1 固定資産除却費 1,887 固定資産除却費

7 その他営業費用 43

1 材 料売却原価 43 量水器売却原価

2 営 業 外 費 用 202,660

1
支 払利息及び
企業債取扱諸費

163,412

1 企 業 債 利 息 162,899 企業債利息

2
リ ー ス 資 産
支 払 利 息

513 リース資産に係る支払利息

2 雑 支 出 3,901

1
特 定 収 入
仮 払 消 費 税

1,128 特定収入仮払消費税

2 そ の 他 雑 支出 2,773 過年度収入過誤納による還付金

金　　額款 目 節項



3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

35,347

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

35,347 消費税及び地方消費税納付金

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000 予備費



説　　明

1 資 本 的 収 入 391,500
千円

1 負 担 金 45,570

1 工 事 負 担 金 45,570

1 工 事 負 担 金 45,570 工事負担金

2 企 業 債 265,000

1 企 業 債 265,000

1 企 業 債 265,000 上水道事業債

3 出 資 金 31,049

1 一般会計出資金 31,049

1 一般会計出資金 31,049 一般会計出資金

4 府 支 出 金 1,050

1 府 補 助 金 1,050

1
水 道 事 業
府 補 助 金

1,050 水道事業府補助金

5 分 担 金 13,703

1 工 事 分 担 金 13,703

1 工 事 分 担 金 13,703 工事分担金

資　本　的　収　入　及　び　支　出

目項 金　　額

　　収　　　入

節款



6 貸付金返還金 35,128

1
他 会計貸付金
返 還 金

35,128

1
他 会計貸付金
返 還 金

35,128 他会計貸付金返還金

説　　明

1 資 本 的 支 出 992,000
千円

1 建 設 改 良 費 573,478

1 事 務 費 35,238

1 給 料 15,096 職員４名分

2 手 当 11,264 　　〃

3 賃 金 1,320 事務補助者賃金

4 法 定 福 利 費 5,343 共済組合等事業主負担

5 旅 費 35 職員普通旅費

6 被 服 費 75 職員貸与被服費

7 備 消 品 費 259 事務用備消耗品費

8 燃 料 費 100 自動車用燃料

9 印 刷 製 本 費 13 諸用紙印刷費

節目項 金　　額款

　　支　　　出



説　　明

10 通 信 運 搬 費 95
千円

電話料金

11 委 託 料 737 事務用機器保守料等

12 手 数 料 32 自動車車検手数料

13 賃 借 料 529 事務用機器賃借料

14 修 繕 費 159 自動車修繕費

15 厚 生 費 91 職員互助会補助金

16 保 険 料 75 自動車損害保険料

17 雑 費 15 自動車重量税

2 施 設 拡 張 費 269,933

1 給 料 18,251 職員５名分

2 手 当 12,377 　　〃

3 賃 金 1,452 事務補助者賃金

4 法 定 福 利 費 6,160 共済組合等事業主負担

5 旅 費 32 職員普通旅費

6 被 服 費 61 職員貸与被服費

7 備 消 品 費 714 事務用備消耗品費

8 燃 料 費 71 自動車用燃料

目 金　　額節款 項



9 印 刷 製 本 費 37 諸用紙印刷費

10 通 信 運 搬 費 82 電話料金及び郵送料金

11 委 託 料 18,465 配水池築造工事設計業務委託料等

12 賃 借 料 337 事務用機器賃借料

13 修 繕 費 40 自動車修繕費

14 工 事 請 負 費 211,732 減圧弁設置及び配水池築造工事費

15 厚 生 費 110 職員互助会補助金

16 保 険 料 12 自動車損害保険料

3 施 設 改 良 費 239,596

1 委 託 料 41,746 配水管布設替工事設計業務委託料等

2 工 事 請 負 費 197,850 配水管布設替及び施設各種設備改良工事費等

4 固定資産購入費 28,711

1 固定資産購入費 19,738 水質検査用機器等購入費

2
リ ー ス 債 務
支 払 額

8,973 リース債務

2 企業債償還金 418,522

1 企 業債償還金 418,522

1 企 業債償還金 418,522 企業債償還金


